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住宅用火災警報器の設置効果
　住宅用火災警報器の設置について既にUSAGI 通信№303・№329 でお知ら
せいたしましたが、既存の物件については平成２３年５月３１日までに住宅
用火災警報器の設置が義務付けられました。
　設置効果につきまして、以下のように報じられています。


